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研究要旨 本研究では、全国がん罹患モニタリング集計（MCIJ）プロジェクトに基づく

高精度地域がん登録データを用いて、日本におけるがん純生存率の経年推移および都道

府県間格差を検討した。1993～2015年診断例を対象に、Pohar-Perme法による 5年純生存

率を推定し、さらに 2012～2015 年診断例については 20 部位の固形がんを対象として、

都道府県別 excess hazard を比較した。解析には精度基準 A を満たす 44地域のデータを用

い、年齢・性別・進展度を考慮した解析を実施した。その結果、日本の純生存率は 30年
間で全体的に改善していたが、改善幅には部位差が認められた。また、年齢調整後も都

道府県間で excess hazard の差が残存し、一部地域では有意に高い死亡超過リスクが認め

られた。高齢患者では診断直後から生存格差が出現し、若年患者では時間経過とともに

格差が拡大する傾向が観察された。これらの結果は、日本におけるがん医療の地域格差

および高齢化社会における生存率評価手法の課題を示唆する。 

A. 研究目的 

 がん生存率は、がん医療の質や医療アク

セスの公平性を評価する重要な指標であり、

住民ベースがん登録を用いた生存率モニタ

リングは、国全体のがん対策評価や医療資

源配分の根拠として重要な役割を果たして

いる。一方で、追跡脱落や DCO（Death 

Certificate Only） 症 例 、DCN（Death 

Certificate Notification）症例の割合、登録

精度の地域差などにより、生存率推定には

大きなバイアスが生じうる。そのため、標

準化された高精度ながん登録データに基づ

く解析が不可欠である。 

また、従来広く用いられてきた相対生存

率は、高齢患者が他死因により早期に観察

集団から離脱することによって、生存率を

過大推定する可能性が指摘されている。特

に高齢化が進む日本では、この影響が無視

できない。そこで本研究では、Pohar-Perme 

法による純生存率（Net Survival）を用いて、

日本における主要がんの長期的な生存率推

移を記述するとともに、都道府県間の生存

格差を excess hazard の観点から評価するこ

とを目的とした。 

さらに、年齢調整後も残存する地域差を

明らかにすることで、進展度分布、診療体

制、治療継続性など、地域ごとのがん医療

格差の可能性を検討することを目的とした。 

 



 

25 

B. 研究方法 

データソースとして、全国がん罹患モニ

タリング集計（MCIJ）プロジェクトによ

って収集された1993～2015年診断の地域が

ん登録データを使用した。対象地域は、

DCO 割合 10％未満、DCN 割合 20％未満、

M/I 比 0.5 以下という精度基準 A を満たし

た地域がん登録であり、2012～2015 年診断

例では44地域が解析対象となった。人口カ

バー率は約 95％であった。 

解析対象は15～99歳の患者であり、主要

20～21部位の固形がんを対象とした。DCO

症例、悪性腫瘍以外、年齢不詳、性別不詳

などは除外した。予後情報は 2020 年 12 月

31 日まで追跡され、住民票照会および人口

動態統計死亡票を用いて生死確認を行った。 

純生存率の推定には、Pohar-Perme 法を

用いた。期待生存率は、性別、年齢、診断

年、都道府県別生命表から算出した。さら

に、都道府県間比較のため、一般化線形モ

デル（Poisson 回帰）を用いて excess hazard 

を推定し、年齢調整を行った。解析は性別

および進展度（限局・非限局・不明を含む）

別に実施した。 

また、各都道府県の excess hazard を 44地

域平均と比較するため、funnel plot を用い

て 95％および 99％ control limit を設定した。

さらに heatmap を作成し、地域ごとの 

excess hazard パターンを可視化した。 

 

C. 研究結果 

日本の地域がん登録の精度は年々向上し、

解析対象地域は 1990年代初頭の 2地域から

2012～2015 年には 44 地域へ拡大した。

DCO 割合も 4.9％まで低下し、高精度なが

ん登録データに基づく安定した純生存率推

定が可能となった。 

2012～2015 年診断例における 5 年純生存

率では、前立腺がん（94.9％）、乳がん

（89.2％）などで高い生存率が認められた

一方、肺がん（男性 31.5％、女性 48.4％）、

肝がん（36.5％）などでは依然として低値

であった。30 年間の経年推移では、多くの

がん種で生存率改善が認められたが、改善

幅には部位差があり、一部では停滞または

悪化傾向も認められた（図 1、2）。 

都道府県間比較では、年齢調整後も 

excess hazard の地域差が残存していた。一

部の都道府県では、44 地域平均を有意に上

回る excess hazard が認められ、これらの傾

向は多くのがん種で共通していた（図 3～

6）。特に非限局がんでは地域差が大きく、

限局がんで excess hazard が高い地域は、非

限局がんでも高い傾向を示した。 

また、年齢別解析では、75 歳以上の高齢

患者において診断直後から生存率格差が出

現していた。一方、15～54 歳の若年患者で

は、時間経過とともに生存率格差が拡大す

る傾向が認められた。これらは、高齢者で

は初期治療選択や併存疾患、若年者では長

期治療継続性や再発後治療などが影響して

いる可能性が示唆された。 

さらに、日本の急速な高齢化により、

ICSS年齢調整の適用には課題があることが

示された。特に若年年齢階級では症例数が

極めて少なく、安定した推定が困難な場面

が存在した。 

 

D. 考察 

本研究により、日本におけるがん純生存

率は長期的には改善傾向にあるものの、が

ん種間および地域間で依然として大きな格
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差が存在することが示された。これらの格

差は単なる年齢構成や進展度分布のみでは

説明できず、診療体制、医療アクセス、治

療継続性、地域医療資源など多面的要因が

関与している可能性がある。 

特に、高齢患者では診断直後から生存率

格差が出現していたことから、診断時点で

の全身状態評価、併存疾患、治療適応判断

などが地域差に影響している可能性が考え

られる。一方、若年患者では経時的に格差

が拡大していたことから、長期フォローア

ップ、二次治療、支持療法、再発後管理な

どが影響している可能性が示唆された。 

また、本研究では Pohar-Perme 法を用い

た純生存率を採用した。従来の相対生存率

では、高齢患者が他死因で早期に脱落する

ことにより、生存率が若年患者側へ偏る問

題が存在する。高齢化が進む日本では、こ

のバイアスの影響が大きくなるため、純生

存率による評価の重要性は今後さらに高ま

ると考えられる。 

一方で、国際比較や経年比較に用いられ

る ICSS 年齢調整については、日本の超高

齢化社会では適用困難な場面も認められた。

特定年齢階級で症例数不足が生じることか

ら、報告形式や年齢区分設定について今後

再検討が必要と考えられる。 

さらに、進展度不明症例の扱いや、より

詳細な進展度分類、治療情報の統合などが、

地域格差の解釈をより精緻にする上で重要

であると考えられた。 

 

E. 結論 

本研究では、高精度地域がん登録データ

を用いて、日本における主要固形がんの純

生存率の長期推移および都道府県間格差を

評価した。その結果、30 年間で多くのがん

種において純生存率は改善していたが、改

善の程度には部位差が存在した。また、年

齢調整後も都道府県間で excess hazard の差

が残存しており、日本におけるがん医療の

地域格差が示唆された。 

特に、高齢患者では診断直後から、若年

患者では長期経過中に生存格差が拡大する

傾向が認められ、年齢層ごとに異なる要因

が関与している可能性が示唆された。さら

に、日本の高齢化に伴い、純生存率評価や

年齢調整法のあり方についても再検討が必

要であると考えられた。 

今後は、より詳細な進展度分類、治療情

報、併存疾患情報等を組み込んだ解析を進

めることで、地域格差の背景要因を明らか

にし、がん医療の均てん化や政策評価に活

用していくことが期待される。 
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図 1 部位別 5 年純生存率 30 年間の推移 向上 

 

 

図 2 部位別 5 年純生存率 30 年間の推移 悪化～停滞 
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図 3  44 都道府県の年齢調整純生存率（全進展度、胃、左：男 右：女） 

 
図 4  44 都道府県の年齢調整純生存率（全進展度、結腸、左：男 右：女） 
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図 5  44 都道府県の年齢調整純生存率（全進展度、肺、左：男 右：女） 

 
図 6  44 都道府県の年齢調整純生存率（全進展度、左：乳房 右：子宮頚部） 
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図 7  44 都道府県の年齢調整超過死亡リスクヒートマップ（男、左：限局 右：領域リンパ節転移～遠隔転移） 

 
図 8  44 都道府県の年齢調整超過死亡リスクヒートマップ（女、左：限局 右：領域リンパ節転移～遠隔転移） 


